
NO 46

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 － － － 令和元年度 － － －

令和２年度 － － － 令和２年度 － － －

令和３年度 100 － － 令和３年度 30,000 － －

 ３ 政策名 (14)　豊かで多様な文化に包まれたまちづくりを進める

 ４ 施策名 ②　多様な主体間の協働による文化芸術振興

指標２
助成金総額

対 象 者 ：区内の文化芸術活動団体　100団体
対象事業：区内で行う文化芸術活動
実施時期：令和２年２月募集開始、都度審査、令和３年４月～令和４年３月事業実施　３月実績報告
実施回数：年１回
実施手法：補助金。審査を経て助成団体を決定。実績報告を確認し、額を確定して支出。
助成上限額：30万円
助成率：10/10
対象経費：出演料、企画制作費、会場費、印刷費、感染拡大防止対策経費、動画配信にかかる必要経費
など

指標１
助成団体数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響に対する特別措置で単年度事業として実施した本事業について、団
体へのアンケート結果からニーズが少なくなっており、一定の成果が得られ所期の目的を達成したことから、
「廃止」と評価します。

港区文化芸術振興プラン、文化芸術基本法、港区文化芸術振興条例

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

0 0 0 30,000

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響に対する特別措置として単年度事業として整備された本事業は、一
定の効果が得られました。
また、今年度改めて区内の文化芸術団体にアンケートを行ったところ、金銭的支援を求める声は少なくなった
ため、本事業は廃止いたします。

　　

その他

令和元年度 - - - - -

令和２年度 - - - - -

令和３年度 0.0%

‐ ‐ ‐

　令和２年以降の新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、文化芸術事業の中止や縮小が続いてま
した。区内の文化芸術団体にアンケートを行ったところ、事業の中止や延期による収入の減少、感染症
対策によるコスト増加の影響により、金銭的な支援を求める声が多くありました。
　区内の文化芸術活動の発表機会を維持するとともに、区民に文化芸術の鑑賞機会を提供するため、単
年度事業として整備されました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 30,000 ‐ ‐

‐

令和２年度 - - - ‐ - ‐

補正予算 予算現額 決算額 執行率

  新型コロナウイルス感染症を契機とした新しい芸術鑑賞様式に対応した文化芸術活動を促進するた
め、区内の団体に対する助成を行うことにより、当該団体の文化芸術活動の発表の機会を維持するとと
もに、区民が安全に安心して文化芸術を鑑賞する機会を提供します。

令和元年度 - - - ‐

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

-

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　国際化・文化芸術担当

 １ 事業名 文化芸術活動継続支援事業  １０ 事業費の状況



NO 47

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 180 137 76.1% 令和元年度 300 267 89.0%

令和２年度 180 172 95.6% 令和２年度 300 207 69.0%

令和３年度 180 － － 令和３年度 300 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 ベンチャービジネス及び創業支援  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

港区内で創業を希望する者に対して、ビジネスをスタートするのに必要な創業計画の作成を支援しま
す。

令和元年度 13,662 0 0 13,662

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

11,427 83.6%

令和２年度 12,942 0 0 12,942 8,982 69.4%

－ － －

中小企業の経営を取巻く多様な相談が増えている中、平成16年にＮＰＯ法人に委託し、創業アドバイ
ザー、創業セミナー等開始しました。平成30年度からは、創業後の不安定期に継続した支援をするため
に創業者アフターフォロー巡回相談を開始し、相談支援の充実を図りました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 12,639 － －

その他

令和元年度 100.0% 13,662 0 0 0

令和２年度 100.0% 12,942 0 0 0

令和３年度 100.0% 12,639 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センター指定管理業務に、本事業内容も含
まれるため、本事業は廃止とします。
産業振興センター開設後は指定管理業務に移行し、同様の内容で実施します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業を令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センターの指定管理業務に移行す
ることで、効率的で効果的な事業執行を図ることから、「廃止」と評価します。

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （11）　伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ①　産学官が連携して地域社会の発展に資する効果的な産業の創出

指標２
創業アドバイザー派遣数（延回数）

創業計画作成に必要な一般的な知識を習得するためのセミナーを開催します。また、港区内で創業を希
望する者、又は創業して１年未満の者を対象に専門のアドバイザーを３回まで派遣し、創業計画作成の
ための支援を行います。

指標１
創業セミナー参加者数（延人数）



NO 48

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 4 3 75.0% 令和元年度

令和２年度 4 1 25.0% 令和２年度

令和３年度 4 － － 令和３年度 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 企業間連携交流会・分科会  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

多くの事業所や大学・研究機関が集積する港区の特色を生かし、様々な企業や大学等との交流の場や連
携しやすい環境を整え、技術革新や新製品づくりの取組を支援します。

令和元年度 4,865 0 0 4,865

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

4,842 99.5%

令和２年度 4,829 0 -3,500 1,329 945 71.1%

－ － －

企業間連携交流会・分科会は、新製品・新技術の開発や技術向上等のために、他の企業や大学等との連
携を模索している区内中小企業を支援することによって、区内中小企業の振興に寄与することを目的と
するもので、平成22年度から開始した事業です。
セミナーの開催、交流会の実施、連携相談に対するコーディネート事業を実施することにより、技術提
携による新製品・新技術の開発等を支援し、区内産業の振興を図るために実施しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 4,800 － －

その他

令和元年度 100.0% 4,865 0 0 0

令和２年度 100.0% 4,829 0 0 0

令和３年度 100.0% 4,800 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　令和４年４月開設「港区立産業振興センター」において実施する「産業振興センター指定管理業務」に、本
事業内容も含まれるため、本事業は廃止とします。
　産業振興センター開設後は、本事業の内容を指定管理業務に移行して実施します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業を令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センターの指定管理業務に移行す
ることで、効率的で効果的な事業執行を図ることから、「廃止」と評価します。

       港区基本計画、第４次港区産業振興プラン

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （１１）伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ①産学官が連携して地域社会の発展に資する効果的な産業の創出

指標２

①企業間連携交流会・分科会の開催
「企業間連携交流会・分科会」を年４回開催し、企業間、産業界と学校間等との交流・連携の場を提供
しています。
②マッチング事例の紹介
平成27年度から、これまで「企業間連携交流会・分科会」に参加した企業に対してマッチング事例を調
査し、成功事例を紹介するためのパンフレットを作成しています。
③専門のコーディネーターによる連携支援
平成27年度から、企業間、産業界と学校間等との連携を検討している企業からの申出に対し、専門の
コーディネーターが訪問し、各種相談に応じています。

指標１
交流会・分科会の開催回数



NO 49

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 30 15 50.0% 令和元年度 30 22 73.3%

令和２年度 30 15 50.0% 令和２年度 30 14 46.7%

令和３年度 30 － － 令和３年度 30 － －

 ３ 政策名 （11）　伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ②　経営基盤強化に向けた総合的な支援

指標２
事業承継セミナー参加者数

中小企業を対象に、重点経営施策等に関するセミナーを開催し、基礎知識の習得及び問題解決のための
情報提供を行います。
セミナーのテーマについては、景況調査や企業巡回等から、その時々の中小企業者のニーズにあったも
のを選定しています。
また、平成30年度から、人材確保などニーズが高いテーマについては、事業を統合、整理し、改善を図
りました。
　＜実施内容＞
　　令和２年度：経営力強化セミナー、事業承継セミナー、オンライン商談セミナー

指標１
経営力向上セミナー参加者数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業を令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センターの指定管理業務に移行す
ることで、効率的で効果的な事業執行を図ることから、「廃止」と評価します。

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

297 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センター指定管理業務に、本事業内容も含
まれるため、本事業は廃止とします。
産業振興センター開設後は指定管理業務に移行し、区内中小企業からのニーズ等を踏まえ、セミナー回数や内
容を充実させて実施します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 296 0 0 0

令和２年度 100.0% 297 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

平成22年度から開始し、当初は、事業承継セミナー及び事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援セミナーを個
別に開催しました。
平成26年度からは、中小企業セミナーとして、区内中小企業が求める重点経営施策に役立つセミナーを
テーマに、開催するようになりました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 297 － －

99.7%

令和２年度 297 0 0 297 297 100.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　区内中小企業が関心を持っている重点経営施策に関するセミナーを開催することで、経営に必要な知
識を伝え、区内中小企業の活性化を図ります。

令和元年度 296 0 0 296

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

295

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 中小企業セミナー  １０ 事業費の状況



NO 52

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 1,900 147 7.7% 令和元年度 25 16 64.0%

令和２年度 2,000 － － 令和２年度 25 － －

令和３年度 1,700 － － 令和３年度 25 － －

 ３ 政策名 （１１）伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ③　地域に根付いた地場産業やコミュニティ・ビジネスの支援

指標２
セミナー参加者数

①　港区地域げんきフェア（令和２年度は中止）
　実施時期：区民まつりと同日
　実施回数：年１回
　対 象 者：区民、コミュニティ・ビジネスの起業を検討している企業・個人等
②　講演会（令和２年度は中止）
　実施時期：秋～冬頃
　実施回数：年１回
　対 象 者：区民、コミュニティ・ビジネスの起業を検討している企業・個人、
　　　　　　港区地域げんきフェアの出展者等

指標１
フェア参加者数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業を令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センターの指定管理業務に移行す
ることで、効率的で効果的な事業執行を図ることから、「廃止」と評価します。

港区基本計画、第４次港区産業振興プラン

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

4,786 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　令和４年４月開設「港区立産業振興センター」において実施する「産業振興センター指定管理業務」に、本
事業内容も含まれるため、本事業は廃止とします。
　産業振興センター開設後は本事業の内容を指定管理業務に移行します。港区地域げんきフェアは同様の内容
で実施、講演会はコミュニティ・ビジネスに取り組む企業・団体等の取組を動画で撮影し、ホームページ上で
配信するなど、内容を変更して実施する予定です。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 5,002 0 0 0

令和２年度 100.0% 4,944 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

　町会・自治会などの地縁型コミュニティの力の減退が指摘されていた中、地域が抱える問題を地域の
人たちがビジネスの手法を用いて自ら解決する、地域の新たな紐帯としてのコミュニティ・ビジネスの
可能性に着目し、都心にふさわしいコミュニティ・ビジネスの形成を支援する事業として平成21年度に
開始しました。
　これまで、シンポジウム、セミナー、インターンシップ等を開催することにより、コミュニティ・ビ
ジネスの起業と運営について支援してきました。平成27年度からは、ビジネス性と地域貢献性を併せ持
つ港区の事業者による「港区地域げんきフェア」の開催と、コミュニティ・ビジネスに取り組む企業・
個人による事例紹介等を行う講演会を実施しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 4,786 － －

95.7%

令和２年度 4,944 0 -4,944 0 0 0.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　地域における課題解決の促進、コミュニティの活力向上、及び区内産業の発展を図るため、地域課題
を解決する事業をビジネスの一環として事業展開している企業のサービスや製品を紹介するイベント等
を開催します。

令和元年度 5,002 0 0 5,002

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

4,789

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 コミュニティ・ビジネス支援事業  １０ 事業費の状況



NO 53

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 150 132 88.0% 令和元年度

令和２年度 150 114 76.0% 令和２年度

令和３年度 150 － － 令和３年度 － －

 ３ 政策名 （１１）伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ④　高度なノウハウを有する人材の育成と働き続けられる環境づくり

指標２指標１
参加者数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業を令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センターの指定管理業務に移行す
ることで、効率的で効果的な事業執行を図ることから、「廃止」と評価します。

港区基本計画、第４次港区産業振興プラン、港区生涯学習推進計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

1,232 0 0 220

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　令和４年４月開設「港区立産業振興センター」において実施する「産業振興センター指定管理業務」に、本
事業内容も含まれるため、本事業は廃止とします。
産業振興センター開設後は本事業の内容を指定管理業務に移行し、引き続き実施する予定です。

 ８ 事業実績・指標

①　新入社員研修
　実施時期：４月
　実施回数：年１回
　対 象 者：区内中小企業の新規採用職員
②　ＯＡ研修
　実施時期：春～夏頃
　実施回数：年１回
　対 象 者：区内中小企業の経営者・従業員

③　新技術研修
実施時期：夏～秋頃
実施回数：年１回
対 象 者：区内中小企業の経営者・従業員
④　グローバル研修（令和２年度は中止）
実施時期：２月
実施回数：年１回
対 象 者：区内中小企業の経営者・従業員
実施体制：産業技術研究センターと共催

その他

令和元年度 83.8% 1,218 0 0 235

令和２年度 84.8% 1,232 0 0 220

令和３年度 84.8%

－ － －

　多彩な研修プログラムを区内中小企業に提供し、高度な専門性と実行力を有する企業人材の育成を支
援するため、平成16年度に事業を開始しました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 1,452 － －

99.6%

令和２年度 1,452 -105 0 1,347 1,038 77.1%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　区内中小企業の人材を育成し、経営基盤の強化を図るため、新入社員、中堅社員、管理職等の対象に
応じた研修を実施します。

令和元年度 1,453 0 0 1,453

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

1,447

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 中小企業人材育成塾  １０ 事業費の状況



NO 54

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 100 116 116.0% 令和元年度 100 106 106.0%

令和２年度 100 14 14.0% 令和２年度 100 101 101.0%

令和３年度 100 － － 令和３年度 100 － －

 ３ 政策名 （11）　伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ④　高度なノウハウを有する人材の育成と働き続けられる環境づくり

指標２
女性のための就職セミナー参加者数

①ハローワーク品川と合同就職面接会を共催し、区内中小企業の人材確保を図ります。
②就職が困難な若年者や、再就職を希望する女性を対象に、ハローワーク品川等と連携した就業セミ
ナーを実施します(平成26年度まで「緊急就労支援」として実施)。
③労働法の基本的ルールを分かり易く簡単にまとめた「港区版ポケット労働法」を作成し、各地区総合
支所等関連施設窓口、新成人に配布します。

指標１
就職面接会参加者数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業を令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センターの指定管理業務に移行す
ることで、効率的で効果的な事業執行を図ることから、「廃止」と評価します。

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

1,755 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センター指定管理業務に、本事業内容も含
まれるため、本事業は廃止とします。ただし、「港区版ポケット労働法」の作成・配布については、東京都に
おいて内容が酷似している電子データを公開しており、当該データの活用を促すチラシを配布する方式に変更
した上で、指定管理業務に移行します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 2,545 0 0 0

令和２年度 100.0% 2,758 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

区内中小企業の人材確保と若者や中高年齢者等の就労支援を目的に、平成18年度から一般就労支援事業
としてハロワーク品川と連携し、合同就職面接会やキャリア・アップ講座、ポケット労働法の発行を開
始しました。
　平成20年度には、景気悪化に伴い、企業から雇用調整を受けた方々を様々な形で支援するため、一般
就労支援事業の就職面接会部分について、緊急就労支援事業として、就職面接会を年２回に増やし開催
しました。
　平成27年からは、一般就労支援事業に緊急就労支援事業を統合し、就職面接回数を９回に拡大して開
催して、現在に至っています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 1,755 － －

86.4%

令和２年度 2,758 0 0 2,758 1,330 48.2%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　セミナーや面接会の実施により、区内中小企業の人材の確保と若年者や女性、中高年者などの就職の
支援を図ります。また、労働法の基本的ルールを事業者や労働者に周知し、労働問題の未然防止を図り
ます。

令和元年度 2,545 0 0 2,545

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

2,199

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 一般就労支援  １０ 事業費の状況



NO 55

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 130 105 80.8% 令和元年度 8,100 7,909 97.6%

令和２年度 130 80 61.5% 令和２年度 8,300 7,609 91.7%

令和３年度 135 － － 令和３年度 8,100 － －

港区立港勤労福祉会館の廃止に伴い、施設の管理運営に係る部分を廃止するとともに、区が実施していた、資
格取得支援講座及び港区中小企業勤労者福利厚生事業は令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施
する産業振興センターの指定管理業務に移行することで、効率的で効果的な事業執行を図ることから、「廃
止」と評価します。 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

第３次港区産業振興プラン、第４次港区産業振興プラン

指標１
資格取得支援講座申込者数

指標２
中小企業勤労者福利厚生事業会員数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

0 18,627

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

 ７ 事業内容

令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センター指定管理業務に、本事業の一部が
内容として含まれるため、閉館に合わせ本事業は廃止とします。
産業振興センター開設後は資格取得支援講座及び港区中小企業勤労者福利厚生事業について指定管理業務に移
行し、引き続き実施します。

①会議室・体育館等の貸し出し
　区内中小企業勤労者等を対象に、勤労福祉会館が有する会議室・体育館等の貸し出しを行います。
②資格取得支援講座
　区内中小企業の従業員のスキルを高め仕事に生かすことで、企業の競争力を高められるよう、勤労者
等の宅建や行政書士などの各種資格取得を支援するための講座を開催します。
③港区中小企業勤労者福利厚生事業
　区内中小企業の従業員の勤労意欲や定着率の向上を図り、安定経営に貢献するため、広く新規会員企
業を募り、会員誌「みなとぴっく」の発行や各種宿泊・レジャー施設の割引など、魅力ある福利厚生
サービスメニューを提供します。

 ８ 事業実績・指標

港勤労福祉会館

設置日：昭和50年9月　港区立港勤労福祉会館設置（東京都より移管）
所在地：港区芝5-18-2
平成15年度　資格取得支援講座開始
平成21年度　港区中小企業勤労者福利厚生事業開始

令和３年度 81.6% 82,450 0

76,092 0 0 18,458

令和元年度 80.7% 77,358 0 0

－ － －

財源内訳

 ６ 背景、経緯 年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 その他

18,448

令和２年度 80.5%

区内中小企業勤労者の文化・教養及び福祉の向上を図るため、港勤労福祉会館の管理運営を行います。
令和３年度 101,077 － －

89,001 92.9%

 ５ 事業説明文 令和２年度 94,550 -405 0 94,145 87,827 93.3%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

 ４ 施策名 ④高度なノウハウを有する人材の育成と働き続けられる環境づくり 令和元年度 95,806 0 0

 ３ 政策名 （11）伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する 年度 当初予算額 流用

95,806

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 勤労福祉会館管理運営  １０ 事業費の状況



NO 57

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 4 3 75.0% 令和元年度

令和２年度 3 3 100.0% 令和２年度

令和３年度 0 － － 令和３年度 － －

 ３ 政策名 (19)高齢者のいきいきと充実した地域での生活を支援する

 ４ 施策名 ③日々の生活を支える介護・福祉サービスの充実

指標２

①家賃助成　　　　　転居後の家賃と転居前の家賃との差額を毎月助成
②契約更新料の助成　契約の更新時に要した契約更新料を助成
③火災保険料の助成　家主に対して、毎年度1回、火災保険料相当分を助成
（平成18年３月31日で新規受付は終了）

指標１
助成世帯数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

平成13年度の事業開始時に100人いた対象者は、新規受付を終了した平成18年度以降、年々減少し、令和３年
４月１日以降、助成対象者がいなくなったことから、「廃止」と評価します。

港区高齢者世帯等居住安定支援事業実施要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

2,466 0 0 264

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

平成13年度の事業開始時に100人いた対象者は、新規受付を終了した平成18年度以降、年々減少し、令和2年４
月1日時点で３人となりましたが、令和３年２月に２人が死亡、令和３年３月31日に１人が区外転出しまし
た。
令和３年４月１日以降、対象者がいないため、本事業を廃止します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 91.7% 3,623 0 0 329

令和２年度 90.2% 2,325 0 0 253

令和３年度 90.3%

－ － －

①高齢者等民間賃貸住宅住み替え家賃等助成事業（Ｈ3～Ｈ12）
　平成３年10月から、バブル期の地上げによる高齢者世帯等の住宅困窮者対応として、「高齢者等民間
賃貸住宅住み替え家賃等助成事業」を実施しましたが、平成12年度、立退きは沈静化しており、住宅確
保は公営住宅などによるのが基本との考え方から事業は廃止となりました。
②高齢者世帯等居住安定支援事業（Ｈ13～　）
　①高齢者等民間賃貸住宅住み替え家賃等助成事業廃止に伴い、平成13年４月１日から新たに「高齢者
世帯等居住安定支援事業」を開始し、住宅老朽化による立退きへの一定期間の助成（新規受付は平成18
年３月31日まで）とこれまで①の住み替え家賃助成を受けている世帯に対し、引き続き助成を行うこと
となりました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 2,730 － －

81.8%

令和２年度 2,578 0 0 2,578 2,405 93.3%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　民間住宅に居住している高齢者世帯が、取壊しにより立退きを求められ、区内の住宅に転居した場
合、転居後の家賃等の一部を助成することにより、住宅の確保を支援し、居住の安定を図ります。

令和元年度 3,952 0 0 3,952

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

3,234

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 保健福祉支援部高齢者支援課

 １ 事業名 高齢者世帯居住安定支援  １０ 事業費の状況



NO 58

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 240 240 100.0% 令和元年度

令和２年度 244 244 100.0% 令和２年度

令和３年度 39 39 100.0% 令和３年度

 ３ 政策名 (20)障害者のゆたかで自立した地域での生活を支援する

 ４ 施策名 ④障害特性に応じて就労できる仕組みづくり

指標２

あいはーと・みなとの清掃業務
土曜日、日曜日、祝日（休日を含む）及び年末年始（12月29日から１月３日まで）を除いて、行ってい
ます。

なお、財源としては、障害者の権利を擁護し、社会参加及び自立生活を支援する事業を推進する目的で
設置した「港区障害者福祉推進基金」を活用しています。

指標１
清掃回数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

改築前のあいはーと・みなと（浜松町）の清掃業務委託について、令和３年６月にあいはーと・みなとの改築
により、建物の清掃業務は、同施設の指定管理事業者が管理運営する精神障害者を対象とした区立の就労継続
支援Ｂ型事業所で行うことになり、同事業による委託事業は廃止されることから、「廃止」と評価します。

港区障害者計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

0 0 0 412

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業は、改築前のあいはーと・みなと（浜松町）の清掃業務を、障害者就労支援事業所に委託するもので
す。
令和３年６月にあいはーと・みなとは白金高輪に場所を移して改築され、その建物の清掃業務は、同施設の指
定管理事業者が管理運営する精神障害者を対象とした区立の就労継続支援Ｂ型事業所で行います。それに伴
い、本事業は終了（廃止）となりますが、引き続き、精神障害者の就労する場は確保されます。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 0.0% 0 0 0 2,446

令和２年度 0.0% 0 0 0 2,244

令和３年度 0.0%

412 412 100.0%

区有施設の中に精神障害者の就労の場を設けて、精神障害者の社会参加の拡大及び就労支援の強化に努
めてきました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 412 0 0

100.0%

令和２年度 2,244 0 0 2,244 2,244 100.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

精神障害者が安定して力を発揮し、意欲を持って仕事に取り組めるよう、精神障害者地域活動支援セン
ター（以下「あいはーと・みなと」といいます。）の清掃業務を、障害者就労支援事業所に委託しま
す。

令和元年度 2,446 0 0 2,446

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

2,446

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 保健福祉支援部　障害者福祉課

 １ 事業名 精神障害者就労支援事業     １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 1 0 0.0% 令和元年度

令和２年度 1 0 0.0% 令和２年度

令和３年度 0 － － 令和３年度

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 保健福祉支援部　国保年金課

 １ 事業名 老人性白内障眼鏡等費用助成  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

  高齢者等の経済的負担を軽減し、福祉の増進を図るために、老人性白内障の治療のための水晶体摘出
手術を行った後、眼内レンズを挿入していない者に対し、特殊眼鏡又はコンタクトレンズの費用を助成
します。

令和元年度 50 0 0 50

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

0 0.0%

令和２年度 50 0 0 50 0 0.0%

－ － －

  白内障手術は、水晶体摘出と眼内レンズ挿入が行われます。平成４年４月以前、水晶体摘出は医療保
険が適用されましたが、眼内レンズの挿入については自己負担でした。
　港区老人性白内障特殊眼鏡等費用助成事業は、当初眼内レンズの費用助成を目的として検討されてい
ましたが、平成４年４月から眼内レンズの挿入についても保険の適用となったことにより、助成内容を
老人性白内障手術後に使用する眼鏡等の費用助成として実施してまいりました。なお、眼内レンズを挿
入した後の視力は一般的な老眼の人と同じ状態のため、眼内レンズを挿入された方については助成の対
象外としました。
　現在、病気等の理由で眼内レンズを挿入できない人が必要とする特殊眼鏡・コンタクトレンズの費用
については、医療保険が適用になりませんので助成の対象としています。しかし、白内障手術および人
工水晶体の製造技術の向上等によりその申請件数は減少しており、平成１６年以降は該当者がいない状
態が続いています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 1 － －

その他

令和元年度 50.0% 50 0 50 0

令和２年度 50.0% 50 0 50 0

令和３年度 0.0% 0 0 1 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

当該事業は、東京都高齢社会対策区市町村包括補助事業の医療費補助金対象事業であり、東京都がこの補助金
対象から当該事業を除外するまで、当該事業を継続します。
　【参考】令和３年６月現在、23区で５区が実施しています。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業について、一次評価では、東京都の包括補助があることから、東京都が補助対象から除外したタイミン
グでの廃止を検討することとして、「継続」と評価しましたが、白内障手術及び人工水晶体の製造技術の向上
等により、平成１６年以降は該当者がいないことから、所期の目的を達成したものとして、「廃止」と評価し
ます。

港区老人性白内障特殊眼鏡等費用助成事業実施要項

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (19)高齢者のいきいきと充実した地域での生活を支援する

 ４ 施策名 ①心豊かで健康な生活への支援

指標２

①　助成対象者
    法律の規定に基づく医療保険に加入している者又はその被扶養者で区内に住所を有する者
②　助成対象
　　手術後に使用する特殊眼鏡1個又はコンタクトレンズ1眼につき1枚に要する費用
③　助成限度額
　　特殊眼鏡1個につき40,000円
　　コンタクトレンズ1枚につき25,000円
④　申請
　　手術を行った日の翌月の初日から起算して1年以内に所定の書類を添えて申請書により申請

指標１
申請件数
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 230 143 62.2% 令和元年度 90 73 81.1%

令和２年度 24 17 70.8% 令和２年度 90 80 88.9%

令和３年度 24 － － 令和３年度 90 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 環境リサイクル支援部　環境課

 １ 事業名 省エネルギー活動普及啓発  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ２　環境にやさしい都心をみなで考えつくる 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

 ４ 施策名 ③地球温暖化対策の推進 令和元年度 322 0 0

 ３ 政策名 （７）人や生物にやさしい、環境負荷の少ない都心環境をつくる 年度 当初予算額 流用

322 265 82.3%

 ５ 事業説明文 令和２年度 345 0 0 345 196 56.8%

区民を対象とした省エネルギーセミナーの開催や、環境に配慮した取組を行う区内事業者を登録するみ
なとエコ宣言登録事業により、省エネルギー行動の推進及び普及啓発を行います。

令和３年度 202 － － － － －

財源内訳

 ６ 背景、経緯 年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 その他

0

令和２年度 92.2% 0 0 27

令和元年度 100.0% 322 0 0

0 0

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

 ７ 事業内容

「区民向け省エネルギーセミナー」については、環境保全に関する様々な学習プログラムを展開している指
定管理施設エコプラザが、省エネルギーをテーマとした講座を取り扱っており、本事業と内容が重複するこ
とから、廃止します。今後の省エネルギー行動の普及啓発及び情報発信は、エコプラザに一元化して実施し
ます。
「みなとエコ宣言登録事業」については、事業者が自主的に行う環境に配慮した行動への取組意欲を高める
とともに、その行動を普及啓発することで他事業者へ波及させるなど、事業者の更なる省エネルギー行動を
推進させていく必要があるため、継続していかなければなりません。

「区民向け省エネルギーセミナー」
　家庭で容易に取り組める省エネルギー行動をセミナー形式で情報提供することで、普及啓発します。
「みなとエコ宣言登録事業」
　環境に配慮した取組を実施する区内事業者が取組内容を宣言し、区が宣言した店舗や事業所をみなと
エコ宣言登録店（事業所）として登録します。登録店（事業所）は、宣言内容を記入した登録ステッ
カーの店頭等への掲出等により取組内容をＰＲします。区は、登録機関中、登録店（事業所）の情報、
宣言内容及び特徴ある取組をホームページで紹介することにより、登録店（事業所）の環境に配慮した
取組を支援します。

 ８ 事業実績・指標

「区民向け省エネルギーセミナー」は、平成20年度から開始しました。近年は緑のカーテン講習会と同
時開催することで、省エネルギー活動の普及啓発を行いました。令和２年度は親子で参加できる内容に
変更し、家庭で実践できる省エネルギー活動や環境保全について普及啓発を行いました。
「みなとエコ宣言登録事業」は、平成25年７月から開始し、環境に配慮した取組を実施する区内事業者
の取組内容をＰＲしました。令和３年度からは、更に省エネルギー活動を推進するため、他の事業者の
模範となるような取組を表彰できるよう要領を改正し、事業者に対して一歩進んだ取組にチャレンジす
るよう促しました。

令和３年度 100.0% 202 0

318

指標１
区民向けセミナー参加者数

指標２
みなとエコ宣言登録店（事業所）数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

「みなとエコ宣言登録事業」は、事業の効率性、効果性の向上を期待し、類似する地球温暖化対策担当の事
業「環境にやさしい行動推進事業」に統合するとともに、「区民向け省エネルギーセミナー」は、環境保全
に関する様々な学習プログラムを展開している指定管理施設エコプラザが、省エネルギーをテーマとした講
座を取り扱っており、内容が重複することから、本事業は「廃止」と評価します。 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

・港区環境基本計画・みなとエコ宣言登録事業実施要綱
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 21 22 104.8% 令和元年度 2 2 100.0%

令和２年度 24 16 66.7% 令和２年度 2 1 50.0%

令和３年度 25 － － 令和３年度 1 － －

 ３ 政策名 (26)行政資源を効果的・効率的に活用し、先駆的な施策を推進する

 ４ 施策名 ②基礎自治体として自主・自立した行財政運営の確立

指標２
企業提案型気運醸成事業によるイベント数

①利用対象者、実施対象など事業の対象：区民、事業者、大使館等
②実施時期、実施回数：令和4年3月まで（大会は7月23日～8月8日及び8月24日～9月5日であるものの、
新橋SL広場のデジタルサイネージの撤去などが令和4年3月までに及ぶため）
③事務手続の方法、利用者負担、実施体制など：利用者負担なし（助成事業等、一部負担あり）
・「東京2020応援プログラム」推進助成事業、企業提案型気運醸成事業
・ジンバブエ共和国のホストタウン事業（大会前の事前合宿、大会後の事後交流は現下の感染症の状況
等を踏まえ中止）
・レガシー銘板の設置（区立芝公園及び港区スポーツセンターに設置予定）
・コミュニティライブサイト（現下の感染症の状況等を踏まえ中止）
・オリンピック聖火リレー、パラリンピック聖火リレー及び採火式・聖火ビジット（オリンピック聖火
リレーの実施形態について、公道走行を中止し、セレブレーション会場である区立芝公園におけるトー
チ点灯式に変更の上実施）

指標１
「東京2020応援プログラム」推進助成事業交付決定団体数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

東京2020大会の終了に伴い、気運醸成等に係る部分は廃止し、令和4年度以降も継続するホストタウン事業や
レガシー銘板の設置後の維持管理業務等については、別の事業で引き継ぎ、役割を担っていくことから、本事
業は所期の目的を達成したものとして「廃止」と評価します。

　港区基本計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

143,013 0 0 3,300

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　区は、これまでの間、町会・自治会等の地域団体や企業と連携した大会1000日前、1年前等を記念するイベ
ント、サイネージを利用した啓発動画の放映、各地区総合支所・庁有車のラッピング等、大会開催に向けて多
くの気運醸成施策に取り組んできました。
　また、組織委員会や東京都と連携し、一部、当初の想定とは異なる形式ではあるものの、聖火リレーの実施
に向けた準備を進めたところです。
　これらの事業については、大会閉会に合わせ終了となりますが、ホストタウン事業や大会の感動や興奮を後
世に残すためのレガシー銘板の設置後の維持管理業務等については、令和4年度以降も継続する必要があるこ
とから、然るべき所管課にそれぞれ引き継ぎます。
　本事業は、大会開催の令和3年度中に所期の目標を達成することから廃止とします。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 95.0% 68,190 0 0 3,600

令和２年度 97.2% 139,021 0 0 3,960

令和３年度 97.7%

－ － －

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受け、令和2年3月に東京2020大会の一年延期が決定し
ました。
　区は、大会の開催に向けた気運醸成を図るとともに、組織委員会及び東京都と連携の上、区が取り組
むべき事項又は区に求められる事項について、区全体の総合調整を図りながら、分野横断的に施策を展
開し、大会の成功につなげます。
　また、スポーツ振興や文化振興をはじめ、バリアフリーの街づくり、観光振興など、幅広い分野の施
策を有機的に結び付け、区民とともに、全庁一丸となって、大会の開催に向けた気運醸成の推進やレガ
シーの創出に取り組みます。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 146,313 － －

69.0%

令和２年度 142,981 0 -108,464 34,517 19,868 57.6%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　東京2020大会の開催に向けた気運醸成を推進するため、組織委員会及び東京都のほか、区民や大会公
式スポンサーを始めとする企業等と一丸となり、施策の推進に取り組みます。

令和元年度 71,790 -125 0 71,665

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

49,434

 ２ 基本政策 － 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 企画経営部　オリンピック・パラリンピック推進担当

 １ 事業名 東京2020大会準備・啓発  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成28年度 1% 0.4% 40.0% 令和元年度 － － －

令和元年度 1% 0% 0.0% 令和２年度 1% 0.14% 14.0%

令和３年度 － － － 令和３年度 1% － －

 ３ 政策名 (24)先端技術の活用により利便性の高い区民生活を実現する

 ４ 施策名 ③多様な暮らしを支える区政情報の発信

指標２

InterFM897（平日17時台の平均聴取率）
聴取可能人口：4,350万人

対象者：区内在住・在勤・在学者、来街者　等
放送局：InterFM897（89.7Mhz）
番組名：MINATO VOICE
放送時間：月～金曜17時56分～59分
放送内容：区からのお知らせのほか、時期ごとの催事情報等。災害時等には、状況に応じて必要な情報
を放送
対応言語：英語（月・木）、日本語（火）、中国語（水）、ハングル（金）
放送エリア：東京23区ほか横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市を含む関東エリア

指標１

港区国際化に関する実態調査
（MINATO VOICEから情報を入手している人の割合）

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

平時の放送はニーズが低下していることから役割を終え、緊急時における防災ラジオによる放送の多言語化や
防災行政無線の活用、東京都との連携、ケーブルテレビによる放送など、代替手段を充実させることとして、
「廃止」と評価します。

港区基本計画（Ⅳ実現をめざして-政策24-施策3-①多様な媒体を活用した積極的な情報発信）

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

4,620 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　本事業について、令和元年度の「港区国際化に関する実態調査」では、ラジオ広報（MINATO VOICE）で情報
を入手していると回答した外国人の割合は0％（n=495人）、令和3年度の「港区民の区政情報取得に関する動
向調査」でも、日本人が0.4%（3人/n=746人）、外国人が0.2%（1人/n=442人）となっており、ホームページや
SNS等と比較し、区の広報媒体として、ラジオ放送のニーズは低くなっています。
　外国人に向けては、災害時には、区ホームページに緊急情報等を多言語で掲載（音声読み上げ可）すると、
Twitter・Facebookにも多言語で自動連携する仕組みや、令和2年度から新たに大使館へ緊急情報等をメールで
一斉配信し、登録者に直接提供できる仕組みも構築しています。インターネット通信が途絶えた場合でも、防
災行政無線を活用し、災害時に区が発令する避難情報等を多言語化するなどにより、情報発信します。
　一方、平常時には、多言語に自動翻訳できる区ホームページや、令和2年度に区ホームページ内に公開した
やさしい日本語ページの他、多言語によるFacebookを活用した情報発信をしています。また、令和4年度から
は、動画を活用した映像と音声による情報発信を新たに実施する予定です。
　ラジオ広報（MINATO VOICE）は、これまで、無線方式かつ多言語で情報発信できる有効なツールとして活用
してきましたが、利用者の状況を踏まえた費用対効果や代替手段が充実していることから、廃止します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 9,156 0 0 0

令和２年度 100.0% 5,940 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

　平成20年4月1日に区とエフエムインターウェーブ株式会社（現：株式会社InterFM）が締結した「災害
時における外国人等への放送要請に関する協定」に基づき、本事業を開始しました。この協定は、株式
会社InterFMとラジオ放送で区政情報を発信する放送委託契約を締結するもので、当該契約を毎年度更新
することが協定の継続条件となっています。
　令和元年度までは、朝と夕方の1日2回放送をしていましたが、令和2年度から夕方のみ1回の放送に減
らすことで、事業を縮小しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 4,620 － －

100.0%

令和２年度 5,940 0 0 5,940 5,940 100.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　FMラジオ放送を活用して、主に外国人に向けて日本語の他、英語・中国語・ハングルの多言語で区政
情報を発信しています。災害時等に緊急情報を多言語で放送できる環境を確保することを目的としま
す。

令和元年度 9,156 0 0 9,156

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

9,156

 ２ 基本政策 - 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 企画経営部　区長室

 １ 事業名 多言語によるラジオ広報  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 0 0 令和元年度 0 0

令和２年度 14 10 71.4% 令和２年度 5,100 3,135 61.5%

令和３年度 14 － － 令和３年度 1,295 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　教育長室

 １ 事業名 私立幼稚園安全対策支援事業  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ５　明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区内の私立幼稚園の施設の安全性を高め、園児、保護者等が安心して対象施設を利用できる環境を整備
するため事業です。

令和元年度 － － － －

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

－ －

令和２年度 5,100 0 0 5,100 3,135 61.5%

－ － －

令和元年５月に川崎市で発生した痛ましい事故をうけ、園児や保護者が安心して施設を利用することが
できる環境の整備のために、私立幼稚園に対する区からの支援について検討し、令和元年６月上旬に区
内私立幼稚園に対して実施したアンケートにおいて、「防災用品の購入等に対する財政的援助」を求め
る意見が多かったことから、具体的な支援の方法として、安全対策に係る経費の補助金制度を創設しま
した。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 1,295 － －

その他

令和元年度 － － － － －

令和２年度 100.0% 5,100 0 0 0

令和３年度 100.0% 1,295 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

区内私立幼稚園に通う園児の安全対策のための経費を補助するために令和２年度から３年度にかけて緊急的に
実施した事業であり、所期の目的を達成したことから、本事業を廃止します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

施錠設備や防犯用品等、区内私立幼稚園に通う園児の安全対策のための経費を補助するため、令和２年度から
３年度にかけて緊急的に実施した事業であり、本事業による区内幼稚園の助成は概ね完了し、所期の目的を達
成したことから、「廃止」と評価します。

港区私立幼稚園安全対策経費補助金交付要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (17)就学前児童ケアサービスを総合的に推進する

 ４ 施策名 ④小学校入学前教育の充実

指標２
補助金額（千円）

補助の対象者は、私立幼稚園を設置する者とし、補助対象経費は１門扉、防犯ライト、施設の出入口の
施錠設備等の設置、２死角の原因となる障害物の撤去等、３警報装置、通報装置、学校110番、防犯カメ
ラの設置、４防犯用品・グッズの購入・配備とする。
補助対象経費基準額は1施設当たり1,200,000円を限度とし、補助率は１/２とします。

指標１
申請園数
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 1,485 1,611 108.5% 令和元年度 55 50 90.9%

令和２年度 1,485 2,236 150.6% 令和２年度 55 36 65.5%

令和３年度 1,485 － － 令和３年度 55 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　生涯学習スポーツ振興課

 １ 事業名 ラグビーを生かしたスポーツ振興  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区と（公財）日本ラグビーフットボール協会が締結した基本協定に基づき、地域社会におけるスポーツ
の発展及び健全育成に寄与することを目的としています。

令和元年度 5,806 0 0 5,806

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

5,583 96.2%

令和２年度 5,175 -779 0 4,396 2,929 66.6%

－ － －

　平成21年2月に港区と（公財）日本ラグビーフットボール協会が締結した基本協定に基づき、平成22年
度に青山小学校で港区タグラグビー教室を開校しています。平成23年度に東町小学校、平成24年度に港
南小学校、平成25年度に御成門小学校で教室を開校し、平成26年度からは4教室の交流試合を実施してい
ます。
　平成27年度から令和２年度までは「ラグビートップチームとの交流事業」を実施してきましたが、令
和３年度からは主にサントリーとの連携協定を活かして交流事業を行っていくため、事業を縮小しまし
た。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 3,187 － －

その他

令和元年度 100.0% 5,806 0 0 0

令和２年度 100.0% 5,175 0 0 0

令和３年度 100.0% 3,187 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　本事業は、地域の学校等で小学生向けのタグラグビーを体験できることから、年間の参加者数は2,000人を
超えており、一教室あたり約80人が参加しています。
　今後も、ラグビーワールドカップ2019を契機として高まったラグビー競技への気運の継続や、スポーツを通
じた仲間づくりを推進する必要があります。
　一方、本事業の類似の取組として、港区スポーツふれあい文化健康財団（以下「財団といいます。」）が区
立保育園等で幼児向けのタグラグビー教室を実施しています。財団に事業を移管し、発展的に統合すること
で、スケールメリットを活かした事業展開が可能になることから、本事業は廃止します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業において実施しているタグラグビー教室について、港区スポーツふれあい文化健康財団が幼児向けに実
施しているタグラグビー教室と統合し、移管することで、区と財団の事業を整理し、効率的、効果的な事業展
開を図ることから、本事業は「廃止」と評価します。

港区スポーツ推進計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (22)誰もがスポーツを楽しむことができる機会の確保と環境を整備する

 ４ 施策名 ①誰もが気軽に楽しめるスポーツ活動の促進

指標２
教室実施回数

　地域社会におけるスポーツの発展及び健全育成に寄与することを目的として、タグラグビーの体験等
をとおして、区民の「する」「みる」「支える」スポーツ活動の推進を図ります。
　タグラグビー教室は主に青山、東町、港南、御成門及び竹芝の５教室で、年間各11回、教室が開催さ
れています。

指標１
参加者数



NO 76

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 2 2 100.0% 令和元年度

令和２年度 2 0 0.0% 令和２年度

令和３年度 1 － － 令和３年度 － －

 ３ 政策名 (22)誰もがスポーツを楽しむことができる機会の確保と環境を整備する

 ４ 施策名 ①誰もが気軽に楽しめるスポーツ活動の推進

指標２

【目的】子どもを対象とするスポーツ事業の運営に要する経費の一部を補助することにより、区内の子
どものスポーツ振興や地域社会の発展に寄与することを目的としています。
【対象団体】区と連携協力に関する基本協定を締結している団体又は、その団体の構成員が中心となり
運営している実行委員会
【交付団体数】１団体
【補助金】　上限額500,000円

指標１
交付団体数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

区政70周年を契機として創設された本事業の補助金制度について、東京2020大会のレガシーに関する事業とし
て新たなスポーツに関する支援補助制度の開始とともに、本事業は所期の目的を達成したことから、「廃止」
と評価します。

港区子どものスポーツ振興事業補助金交付要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

500 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　区政70周年記念事業を契機に補助金の支出を開始した事業です。港区スポーツ推進計画で子どものスポーツ
大会の支援を掲げているなか、わんぱく相撲大会をはじめとして、本事業は有益に執行されています。
　東京2020大会のレガシーとして新たな補助金制度（３年間の時限付き）を創出する予定のため、子どものス
ポーツ大会支援の補助金事業は廃止します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 1,000 0 0 0

令和２年度 100.0% 1,000 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

平成28年度に、わんぱく相撲港区大会に区政７０周年記念事業として補助金を支出した経緯から、平成
29年度に、子どものスポーツ振興に寄与することを目的とした補助金の設立を検討し、平成30年度に、
100万円（50万円×２団体）が予算措置されました。当補助金はわんぱく相撲大会に限らず、港区ホーム
ページにより、補助対象団体を公募しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 500 － －

82.1%

令和２年度 1,000 0 0 1,000 0 0.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　区内の子どものスポーツ振興や地域社会の発展に寄与することを目的に、区と連携協力に関する基本
協定を締結している団体等に対して,子どもを対象とするスポーツ事業の運営に要する経費の一部を補助
しています。

令和元年度 1,000 0 0 1,000

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

821

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　生涯学習スポーツ振興課

 １ 事業名 子どものスポーツ大会支援事業  １０ 事業費の状況
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 400 839 209.8% 令和元年度 100 68 68.0%

令和２年度 400 166 41.5% 令和２年度 100 72 72.0%

令和３年度 400 － － 令和３年度 100 － －

 ３ 政策名 （22）誰もがスポーツを楽しむことができる機会の確保と環境を整備する

 ４ 施策名 ①誰もが気軽に楽しめるスポーツ活動の促進

指標２
スポーツボランティア養成講座応募者数

（１）オリンピアン・パラリンピアン等によるスポーツ教室
　①実施回数：２回　②実施手法：委託
（２）スポーツボランティア養成講座（ポート・スポーツ・サポーターズクラブ）
　①実施回数：７回　②実施手法：委託
（３）イギリスオリンピック委員会のお台場学園使用に向けた調整
　①実施内容：東京2020大会の延期に伴うBOAとのお台場学園使用期間の再調整及び清掃、ケータリング
等に関する各事業者との再協議　②実施手法：委託

指標１
スポーツ教室参加者数  1２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

東京2020大会のレガシーとして継続する必要がある、スポーツボランティア養成講座（ポート・スポーツ・サ
ポーターズクラブ）などの取組については、今後、東京2020大会のレガシーとして新たに制度設計し実施する
ため、本事業は東京2020大会の終了に伴い、所期の目的を達成したことから、「廃止」と評価します。

港区基本計画、港区スポーツ推進計画

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

10,688 0 5,000 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

東京2020大会開催年となる令和３年度で本事業を廃止します。
大会後のレガシーとして継続する必要がある取組スポーツボランティア養成講座（ポート・スポーツ・サポー
ターズクラブ）については、令和４年度以降、個別事業として計上します。実施にあたっては、新型コロナウ
イルス感染症の状況を踏まえ、実施回数や実施規模、実施手法を精査した上で実施します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 78.8% 18,600 0 5,000 0

令和２年度 74.7% 14,727 0 5,000 0

令和３年度 68.1%

－ － －

平成25年9月の東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催決定を受けて、平成27年度から本
事業を開始しました。
オリンピアン・パラリンピアン等のトップアスリートを招いたスポーツ教室やスポーツボランティアの
養成講座、国際大会等のパブリックビューイングを実施することで、区民の東京2020大会への気運を高
めるとともに、「する」「みる」「支える」スポーツ活動を推進しています。
また、平成28年度から事前キャンプ等の誘致に取り組み、イギリスオリンピック委員会（BOA)のお台場
学園使用に関して、平成30年度に契約を締結しました。契約締結を契機として、区民とイギリスチーム
等との国際交流の機会を創出しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 15,688 － －

82.7%

令和２年度 19,727 － △4,090 15,637 15,385 98.4%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた気運の醸成を図るため、区民の「す
る」「みる」「支える」スポーツ活動を推進する事業を実施します。

令和元年度 23,600 63 0 23,663

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

19,562

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　生涯学習スポーツ振興課

 １ 事業名 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会等気運醸成  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 令和元年度

令和２年度 令和２年度

令和３年度 － － 令和３年度 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　図書文化財課

 １ 事業名 みなと図書館維持管理  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

みなと図書館の施設の維持管理を行います。

令和元年度 153,698 5,677 -9,567 149,808

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

145,375 97.0%

令和２年度 83,731 11,439 0 95,170 89,115 93.6%

－ － －

昭和54年に新築開設以降、施設の維持管理を実施しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 78,663 － －

その他

令和元年度 100.0% 153,633 0 0 65

令和２年度 99.9% 83,670 0 0 61

令和３年度 98.7% 77,667 0 941 55

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

みなと図書館に指定管理者制度を導入することに伴い、本事業に係る経費は指定管理料として「区立図書館管
理運営」事業に計上するため、本事業を廃止します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

みなと図書館に指定管理者制度を導入することに伴い、本事業は終了となることから、所期の目的を達成した
ものとして、「廃止」と評価します。

港区立図書館サービス推進計画、図書館法、港区立図書館条例、港区立図書館条例施行規則

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （23）区民の多様な学習活動と誇りと愛着ある郷土意識の醸成を支援する

 ４ 施策名 ③　図書館サービスの推進

指標２
－

施設の維持管理に係る経費として、施設の清掃、機会保守、光熱水費、維持補修工事にかかる経費を計
上しています。

指標１
－
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 48 44 91.7% 令和元年度 2,900 1,944 67.0%

令和２年度 52 22 42.3% 令和２年度 3,000 556 18.5%

令和３年度 25 － － 令和３年度 600 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　図書文化財課

 １ 事業名 みなと図書館文化事業  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

映画会等の文化事業を実施することにより、世代を超えた優れた文化芸術などに触れる機会を提供する
とともに、生涯学習の拠点として図書館の役割についても広く周知し、図書館の利用拡大につなげま
す。

令和元年度 1,956 0 0 1,956

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

1,762 90.1%

令和２年度 1,956 0 0 1,956 490 25.1%

－ － －

区民等の教育と文化の発展に貢献することを目的として、昭和54年にみなと図書館を開設しています。
生涯学習の拠点として図書館の利用を拡大するとともに、優れた文化に触れる機会を提供するため、映
画会等の文化事業を実施しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 1,285 － －

その他

令和元年度 100.0% 1,956 0 0 0

令和２年度 100.0% 1,956 0 0 0

令和３年度 100.0% 1,285 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

みなと図書館が指定管理館として運営されることになり、本事業に係る経費は指定管理料として計上するた
め、本事業を廃止します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

みなと図書館に指定管理者制度を導入することに伴い、本事業は指定管理事業として今後、指定管理者が実施
することから、「廃止」と評価します。

港区立図書館サービス推進計画、図書館法、港区立図書館条例、港区立図書館条例施行規則

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (23)区民の多様な学習活動と誇りと愛着ある郷土意識の醸成を支援する

 ４ 施策名 ③　図書館サービスの推進

指標２
集客数

①名作映画を映画評論家等に解説してもらう映画会（みなとシネクラブ）
②一般映画から平和や追悼映画会、ドキュメンタリー作品等を上映するＤＶＤシアターや舞台やクラッ
シックコンサート等を上映するミュージックシアターなど
③音楽行事（演奏家によるコンサート等）
④文化・多読等講座、作家等を講師とした講演会

指標１
実施回数
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 － － － 令和元年度 － － －

令和２年度 － － － 令和２年度 － － －

令和３年度 5 5 100.0% 令和３年度 72,000 0.0%

補正予算 予算現額 決算額

 ２ 基本政策 ５　明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

執行率年度 当初予算額 流用 ３ 政策名 (16)子どもの個性、地域の特性を生かす学校教育を実施する

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局学校教育部　学務課

 １ 事業名 学校給食費緊急保護者負担軽減事業  １０ 事業費の状況

　学校給食費の保護者負担を軽減するため、保護者が費用を負担している精米（年間　使用量の約１/
２）を令和３年度に限り区が現物支給することで保護者から徴収する学校給食費を減額しています。現
物で支給される精米は各総合支所にゆかりのある連携自治体から調達し各学校に配送しています。

令和元年度 － － －

 ５ 事業説明文

 ４ 施策名 ⑤安全・安心で魅力ある教育環境の整備 － －

令和２年度 － － － － － －

－

60,933 － －

　新型コロナウイルス感染症による家庭への経済的影響を鑑み保護者への負担を軽減するとともに、港
区とゆかりのある連携自治体との連携の強化を目的とし、令和３年度のみ全回数分区が購入、現物支給
を行う。精米の購入先として、連携自治体から購入しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 60,933 0 0

その他

令和元年度 － － － － －

令和２年度 － － － － －

令和３年度 49.0% 29,884 0 0 31,049

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

内容：連携自治体からの精米の購入を廃止します。
理由：新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み令和3年度のみの臨時事業として計上していますので、
　　　予定通り廃止します。
　　　ただし、特別栽培米購入経費分に関しては既存の「学習活動支援保護者負担軽減事業
     （学務課）」で計上します。

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

学校給食費の保護者負担を軽減するため、保護者が費用を負担している精米を、令和３年度に限り、区が現物
支給することで保護者から徴収する学校給食費を減額する本事業については、新型コロナウイルス感染症の影
響を鑑み令和3年度のみの臨時事業として計上しており、特別栽培米購入経費分に関しては既存の「学習活動
支援保護者負担軽減事業（学務課）」で引き続き対応することから「廃止」と評価します。 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
学校配布精米量

新型コロナウイルス感染症による影響を鑑み家庭への負担を軽減するとともに、港区とゆかりのある連
携自治体との連携の強化を目的としています。
令和３年度のみ全回数分区が購入し、現物支給を行います。また、従来1/2保護者負担としていた精米の
費用を新たに負担し、従来の精米保護者負担相当分の返金を行います。
精米の購入先として、各地区総合支所（5支所）とそれぞれゆかりのある連携自治体5自治体から購入
し、それぞれの精米を期間別で全校に配布しています。

指標１
精米の購入連携自治体
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度
小学校４校
中学校３校

小学校４校
中学校３校 100% 令和元年度

令和２年度
小学校４校
中学校３校

小学校４校
中学校３校 100% 令和２年度

令和３年度
小学校５校
中学校４校

小学校５校
中学校３校 89% 令和３年度 － －

 ３ 政策名 (16)子どもの個性、地域の特性を生かす学校教育を実施する

 ４ 施策名 ②特別支援教育の推進

指標２

①利用対象者：知的障害児
②実施時期：令和３年４月　高輪台小学校特別支援学級設置
　　　　　　令和４年４月　お台場学園港陽小中学校特別支援学級設置予定（令和３年度申請）
　　　　　　　　　　　　　高松中学校特別支援学級設置予定（令和３年度申請）
③学級設置準備：令和３年度に東京都教育委員会に特別支援学級（小学校１校、中学校２校）の新設
　　　　　　　　申請を行う。
　　　　　　　　令和３年度中に教室の整備等を行う。

指標１
特別支援学級の設置校数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度に特別支援学級の開設を予定している全ての地域で、設置のための環境整備が令和３年度に終了
し、本事業は所期の目的を達成したことから、「廃止」と評価します。

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

62,938 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度に特別支援学級の開設を予定している全ての地域で、設置のための環境整備が令和３年度に終了す
ることから、本事業を廃止する。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 － － － － －

令和２年度 － － － － －

令和３年度 100.0%

－ － －

　平成８年から人口増加が続き、出生数は平成１５年の２倍以上に増加しており、障害のある児童・生
徒数も年々増加しています。平成８年度に約２０名だった特別支援学級の児童・生徒数は、区が積極的
に特別支援教育を推進したことから、令和２年度には約１２０名となっており、約６倍に増加していま
す。
　現在、知的障害児が多く居住している高輪地域には、知的障害特別支援学級が設置されておらず、対
象となる知的障害児は、スクールカーで隣接する学校に通っています。また、地域住民からは請願が提
出され、平成３０年３月に区議会で採択されています。
　地域共生社会の実現に向け、障害のある児童・生徒が地元での生活基盤を築いた上で、その持てる力
を最大限に発揮できる教育環境を整えたいと考え、令和２年６月、高輪地域に知的障害特別支援学級の
新設を東京都に申請しました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 62,938 － －

－

令和２年度 － － － － － －

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　特別支援学級の児童・生徒数の増加に対応するため、特別支援学級が設置されていない地域の学校に
特別支援学級を新設します。

令和元年度 － － － －

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

－

 ２ 基本政策 ５　明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局学校教育部　教育指導担当

 １ 事業名 特別支援教育体制の整備  １０ 事業費の状況


